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5 R. ツーゲヘア（2008）。 
6 Skog（2004）, p.156. コーポレート・ガバナンス改革の内容についてはⅣで述べる。 
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             出所：Ericsson, Annual Report 2011. 
 
 ③ 従業員代表の取締役会参加 
 従業員代表の取締役会参加に関する法律（以下 LSA と略）は，25 人以上の従業員を持つす











                                                          























なる。この MBL と LSA の役割分担について，労働組合は次のように説明している。 
 







 労働組合にとっての LSA は，MBL を背景に，企業の最高意思決定過程の初期段階において
情報を入手し，可能な範囲でそこへ影響力を及ぼす役割を担っている19。労使間の利害が対立
する場合は MBL によって処理されるのであり，LSA は労使の利害一致を見出すことが主な目
                                                          







18 PTK（2011b）, p.8. 
19 この法案を提起した LO の全国大会（1971 年）は，LSA の最大の動機を，「雇用保護」のために企業の
競争力の状況や発展の可能性，また経営者側の将来的な計画を知ることにあると述べている。Lundberg 
and Bruun（2005）, p.220. 
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 ① 従業員代表に対する経営者からの評価 
 
 1) 全体評価 
 経営者による従業員代表制の全体的な評価23は，「非常に肯定的」（19％，23％），「十分に肯
                                                          
20 Levinson（2000）．以下の引用文は，特に注のない限り本論文からのものである。 
21 労働生活研究所は発展協約にもとづいて設立された機関であり，2006 年に閉鎖されている。 
22 このアンケート調査は，従業員代表制を持つ 660 の企業の従業員代表（LO，PTK）と経営者（社長兼
CEO，会長）へ質問状を送っている。企業の内訳は，従業員数 25-99 人（235 社），100-499 人（235
社），500 人以上（190 社）である。回答率は LO（65％），PTK（69％），社長兼 CEO（65％），会長（51％）
である。 
23 以下のカッコ内の数値は，社長兼 CEO，会長の順である。また原表とは，Levinson（2000）内の表をさす。 
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定的」（42％，46％），「肯定的かつ否定的」（30％，26％），「十分に否定的」（8％，5％），「非






















 ② 従業員代表による評価24 
 
 1) 影響力の少なさとその要因 
 従業員代表の回答では，約 3％のみが取締役会の意思決定における「すべての問題について








                                                          
24 以下のカッコ内の数値は，説明のない場合はすべて LO 代表，PTK 代表の順である。 
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「会合中の時間不足」（18％，15％），「多くの問題が複雑で理解が困難」（16％，8％），「スウェ
ーデン語以外の言語による困難」（13％，6％），「必要な情報の不足」（9％，4％）となってい
る[原表 5／複数回答]。LO 代表の 25％弱（PTK の 15％）が，「会合前に時間的な余裕を持って
資料を入手できない」と述べている。 
 








 3) 従業員代表への研修プログラム 









 ③ 2000 年代初頭の変化 
 上記のアンケート調査によれば，調査結果の内容は，以前に同様の手法で行われた MBL に関
するアンケート調査（1983 年，1996 年）の内容とほぼ一致しているとされている。ここでは，
2003 年に行われた MBL に関するアンケート調査結果25の一部から，その後の変化を確認する26。 
 まず企業にとっての MBL の役割について，経営者からの評価は 1996 年から 2003 年の間に
やや否定的な方向へ変化している。「非常に肯定的」が 17％から 13％へ，「十分に肯定的」が





                                                          
25 Levinson（2004）． 
26 このアンケート調査では 555 社が選ばれ，回答率は社長（61％），LO（48％），PTK（54％）となって
いる。 
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意思決定への関与を 4 段階（第 1：問題設定，第 2：準備，第 3：意思決定，第 4：遂行）に区
分し，いずれの段階から従業員の関与が始まるかという問いには，第 2 段階からの関与という
回答が，経営者では 75％，従業員では 50％弱となっている[原図 2]。1996 年の調査と比べると，
従業員の関与が始まる段階はやや遅くなっている。また共同決定交渉が行われる際に，実際に






















 しかし 2003 年の MBL に関するアンケート調査によれば，1996 年から 2003 年の間に，MBL
における経営者と労働組合との交渉関係はやや対立的となっていた。従業員の影響力の減少や，
経営者の MBL に対する否定的な評価の増加は，2000 年の IT バブル崩壊を契機とする経済状
況の悪化と，次に見るような株式市場および企業所有構造の変化に影響を受けていると考えら
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ルム株式市場の時価総額規模は，2000 年の IT バブル崩壊と 2008 年のリーマンショックによ




 第 2 の変化は，所有者カテゴリー別の株式保有シェアにおける，外国人投資家の急増である。





















                                                          
27 以下の内容の詳細については岸田（2009）を参照。 
28 Nachemson-Ekwall（2011）． 
29 その他には，コードの監督機関であるコーポレート・ガバナンス・ボード（Kollegiet för svensk 
bolagsstyrning）の設置（2005 年）や会社法の改正（2006 年）などがある。 
30 スウェーデンのコードは，イギリスのコードにならって「Comply or explain」を原則としている。 
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なければならない，など。支配株主からの独立は 2008 年の改定で明記された。 
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34 ただし現在においては，経営者団体からも，このようなシェアホルダー重視の企業統治体制をふたたび
見直す動きが生じている。 
35 Lundberg and Niklas（2005）． 
36 Swedish Corporate Governance Board（2010），p.14. この評価については Lundberg and Niklas
（2005）を参照。 
37 Lundberg and Niklas（2005）, p.231. 
38 これによって年間 4,500 万クローナの補助金が打ち切られた。この打ち切りには，経営者団体からの，
1970 年代に施行された一連の労働立法の廃止を求める政策要求も影響を及ぼしたと考えられる。 
39 LO へのインタビュー（2012 年 9 月 5 日, Kent Ackholt 氏）。2012 年に実施される LO 組合員向けの従
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